
2. ⾷品企業の⾃然資本関連課題とは
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⾃然資本に配慮した⾷のバリューチェーン
⾃然資本の毀損から気候変動が進み、⽣態系サービスが脆弱になることで⾷品企業の事業リスクが⾼まるが、
バリューチェーン全体で⾃然資本に配慮した事業を⾏うことで、安定的な⾷料⽣産や効率性・安定性の⾼い⾷
の提供が可能になる。

持続可能な⾷料⽣産

⽣物資源の保全・再⽣

有機塩、殺⾍剤等流出の抑⽌、
農薬・投薬削減

遺伝⼦組み換え・
外来種の適正な管理と利⽤

淡⽔利⽤の配慮（⽔ストレス）、
きれいな⽔

廃棄物削減（⾷料を除く）

⾷料廃棄の削減

地域での循環や連携

淡⽔利⽤の配慮（⽔ストレス）、
きれいな⽔

⽣活者のサステナブルな
消費⾏動の促進

⾃然資本に配慮した⽣産 ⾃然資本に配慮した⾷品製造・⾷の提供

⾃然資本に配慮することで、⾃然環境
の変動に対しても供給安定性が⾼まる

⾃然資本に配慮することで、
事業の効率性と安定性が⾼まる

主なアウトプット
• ⾷に関する商品

やサービス

主なインプット
• 森林
• ⼟壌
• ⽔
• ⽣物多様性
• 先住⺠族の権利 強い需要へ対応と信頼関係

（⾼く売れる⼒）

サステナビリティに配
慮した原料調達・産地

⽀援・安定調達化

※⽣態系サービスとは、⽣物や⽣態系がもたらす⼈類の利益になる機能を指す。

川上 川中・川下
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⾷品企業に対応が求められる⾃然資本関連課題
企業⾏動において⾃然資本への配慮を進め、⾃然資本の毀損を防ぐため、国際的な枠組みや⾃然資本に対する
イニシアチブ等の動向から⾷品企業に求められる10の⾃然資本関連課題を定義した。

# ⾃然資本関連課題 課題説明 バリューチェーン上
の影響

1 持続可能な⾷料⽣産 • 環境に配慮した⽣産活動や環境を再⽣させる⽣産⽅法などに取り組む
ことで、⾷料⽣産における環境負荷を減らす 川上

2 ⽣物資源の保全・再⽣ • ⽣産地地域の⽣物資源・⽣態系を毀損しない⽣産活動に取り組む 川上

3 有機塩、殺⾍剤等流出の抑⽌、農薬・投薬削減 • ⽣産活動において化学合成農薬や抗菌剤の投薬等による⼟地や⽣態系
への負荷の削減に取り組む 川上

4 遺伝⼦組み換え・外来種の適正な管理と利⽤ • ⽣産活動において遺伝⼦組み換え品種の使⽤や、受粉等での外来種の
使⽤による地域の⽣態系の毀損を防ぐことに取り組む 川上

5 サステナビリティに配慮した調達 • ⽣産地地域の⾃然環境や、現地⽣産者による事業の持続性に配慮した
原料調達および、⽣産者の⽀援に取り組む 川中・川下

6 ⾷料廃棄の削減 • ⾷品寿命の延伸や廃棄を⽣まない商品設計、本来廃棄する素材の活⽤
などバリューチェーン全体で⾷品ロスを削減する 川中・川下

7 廃棄物削減（⾷料を除く） • 環境配慮型の商品/サービスの提供等により、プラスチックなどの資
源の使⽤量を削減し、資源の廃棄から循環に切り替える 川中・川下

8 地域での循環や連携 • 地域において⾷品を活⽤したり廃棄素材を地域でリサイクル・循環さ
せるなど、地域特性を⽣かした⾷品活⽤に取り組む 川中・川下

9 ⽣活者のサステナブルな消費⾏動の促進 • 環境に配慮した⾷品のラベル表⽰や販売促進などに取り組み、消費者
の理解を進めることで、持続可能な⾷の消費に取り組む 川下

10 淡⽔利⽤の配慮（⽔ストレス）、きれいな⽔ • 原料の⽣産から調達、製造・加⼯、販売に⾄るまでの⽔の使⽤量を削
減し、排⽔による汚染を防ぐとともに⽔源涵養に取り組む 全体
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（参考）昆明・モントリオール世界⽣物多様性枠組
昆明・モントリオール世界⽣物多様性枠組では、企業の事業活動に関連する⾃然資本への取り組みが2030年
ターゲットに含まれている。

（1）⽣物多様性への脅威を減らす

（2）⼈々のニーズを満たす

（3）ツールと解決策
2030年ターゲット

出典：環境省「昆明・モントリオール⽣物多様性枠組の構造」より作成

1 すべての地域を参加型・統合的で⽣物多様性に配慮した空間計画下及び/⼜は効果的な管理プ
ロセス下に置く

2 劣化した⽣態系の30%の地域を効果的な回復下に置く

3 陸と海のそれぞれ少なくとも30%を保護地域及びOECMにより保全 （30 by 30⽬標）

4 絶滅リスクを⼤幅に減らすために緊急の管理⾏動を確保、⼈間と野⽣⽣物との軋轢を最⼩化

5 乱獲を防⽌するなど、野⽣種の利⽤等が持続的かつ安全、合法なものにする

6 侵略的外来種の導⼊率及び定着率を50%以上削減

7 環境中に流出する過剰な栄養素の半減、農薬及び有害性の⾼い化学物質による全体的なリス
クの半減、プラスチック汚染の防⽌・削減

8 ⾃然を活⽤した解決策/⽣態系を活⽤したアプローチ等を通じた、気候変動による⽣物多様
性への影響の最⼩化

9 野⽣種の管理と利⽤を持続可能なものとし、⼈々に社会的、経済的、環境的な恩恵をもたらす

10 農業、養殖業、漁業、林業地域が持続的に管理され、⽣産システムの強靭性及び⻑期的な効率
性と⽣産性、並びに⾷料安全保障に貢献

11 ⾃然を活⽤した解決策/⽣態系を活⽤したアプローチを通じた、⾃然の寄与(NCP)の回復、維
持、強化

12 都市部における緑地・親⽔空間の⾯積、質、アクセス、便益の増加、及び⽣物多様性を配慮し
た都市計画の確保

13 遺伝資源及びデジタル配列情報(DSI)に係る利益配分の措置をとり、アクセスと利益配分(ABS)
に関する⽂書に従った利益配分の⼤幅な増加を促進

14
⽣物多様性の多様な価値を、政策・⽅針、規制、計画、開発プロセス、貧困撲滅戦略、戦
略的環境アセスメント、環境インパクトアセスメント及び必要に応じ国⺠勘定に統合する
ことを確保

15
事業者（ビジネス）が、特に⼤企業や⾦融機関等は確実に、⽣物多様性に係るリスク、⽣
物多様性への依存や影響を評価・開⽰し、持続可能な消費のために必要な情報を提供する
ための措置を講じる

16 適切な情報により持続可能な消費の選択を可能とし、⾷料廃棄の半減、過剰消費の⼤幅な
削減、廃棄物発⽣の⼤幅削減等を通じて、グローバルフットプリントを削減

17 バイオセーフティのための措置、バイオテクノロジーの取り扱いおよびその利益配分のた
めの措置を確⽴

18
⽣物多様性に有害なインセンティブ（補助⾦等）の特定、及びその廃⽌⼜は改⾰を⾏い、
少なくとも年間5,000億ドルを削減するとともに、⽣物多様性に有益なインセンティブを
拡⼤

19 あらゆる資⾦源から年間2,000億ドル動員、先進国から途上国への国際資⾦は2025年までに
年間200億ドル、2030年までに年間300億ドルまで増加

20 能⼒構築及び開発並びに技術へのアクセス及び技術移転を強化

21 最良の利⽤可能なデータ、情報及び知識を、意思決定者、実務家及び⼀般の⼈々が利⽤で
きるようにする

22 ⼥性及び⼥児、こども及び若者、障害者、先住⺠及び地域社会の⽣物多様性に関連する意
思決定への参画を確保

23 ⼥性及び⼥児の⼟地及び⾃然資源に関する権利とあらゆるレベルで参画を認めることを含
めたジェンダーに対応したアプローチを通じ、ジェンダー平等を確保

今回参考にした課題凡例
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（参考）Get Nature Positiveの⾃然資本関連の取り組み
英国政府がネイチャーポジティブ経済の主流化のために⽴ち上げた、Get Nature Positiveサイトの「Food 
Retail Sector」において、主要な⾃然環境への取り組みをまとめている。

出典：Get Nature Positive 「Food retail」より作成

5つの⾃然に対する主な課題の定義があり、
課題ごとに企業の取るべき⾏動が参照可能

主な課題
①汚染 （プラスチック汚染など）
②過剰利⽤ （⾷品ロス、乱獲など）
③⼟地利⽤の変化 （パーム油調達など）
④気候変動対策 （GHG排出など）
⑤侵⼊種 （外来種、防疫など）

今回参考にした課題凡例
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⾷品企業の業種別の⾃然資本関連課題
⾷品製造業、外⾷産業、⾷品流通業、農林⽔産業といった業種において、⾷に関わる⽣産から調達、製造、消
費者への提供に⾄るまで⾃然資本に対する影響を考慮した事業を⾏う必要がある。

# 課題分類 A.⾷品製造業 B.外⾷産業 C.⾷品流通業 D.農林⽔産業
1 持続可能な⾷料⽣産 - - - ○

2 ⽣物資源の保全・再⽣ - - - ○

3 有機塩、殺⾍剤等流出の抑⽌、農薬・投薬削減 - - - ○

4 遺伝⼦組み換え・外来種の適正な管理と利⽤ - - - ○

5 サステナビリティに配慮した調達 ○ ○ ○ -

6 ⾷料廃棄の削減 ○ ○ ○ -

7 廃棄物削減（プラスチック等） ○ ○ ○ -

8 地域での循環や連携 ○ ○ - -

9 ⽣活者のサステナブルな消費⾏動の促進 - - ○ -

10 淡⽔利⽤の配慮（⽔ストレス）、きれいな⽔ ○ ○ ○ ○

※業種ごとに特に取組が必要な課題を5つに絞って表記
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